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日付：令和4年3月28日 

○札幌学院大学資格取得者奨学金規程（平成26年11月1日制定） 

札幌学院大学資格取得者奨学金規程 

平成26年11月１日 

制定 

（趣旨） 

第１条 この規程は、札幌学院大学に入学を許可された者で高等学校在学中又は高等学校卒業後にお

ける資格取得を評価し、また在学時において高度な資格取得を奨励、評価するとともに社会に貢献

できる人材を育成することを目的として給付する奨学金に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規程に定める奨学金の給付を受ける学生を、資格取得者奨学生（以下「奨学生」という。）

という。 

（基準及び給付額） 

第３条 奨学金給付の基準（資格種類）、給付額及び証明書類は、次のとおりとする。 

  

   基準（資格種類） 給付額 証明書類  

 入学生 (１) 日本英語検定協会実用英語技能

検定試験準１級またはＴＯＥＩＣス

コア740点以上 

入学金及び１

年次の授業料 

いずれか検定試験の合

格証書の写し１部 

ＴＯＥＩＣの場合は公

式認定証 

介護福祉士国家試験の

場合は介護福祉士登録

証 

日本語能力試験の場合

は認定結果及び成績に

関する証明書 

 

   (２) 日本商工会議所簿記検定試験１

級 

   

   (３) 全国経理教育協会簿記能力検定

上級 

   

   (４) 応用情報技術者試験    

   (５) 介護福祉士国家試験    

   (６) 日本語能力試験Ｎ１      

   (１) 日本英語検定協会実用英語技能

検定試験２級 

入学金 いずれか検定試験の合

格証書の写し１部 

日本語能力試験の場合

は認定結果及び成績に

関する証明書 

 

   (２) 日本商工会議所簿記検定試験２

級 

   

   (３) 全国商業高等学校協会簿記実務

検定試験１級 

   

   （「会計」と「原価計算」）      

   (４) 全国経理教育協会簿記能力検定

試験１級 

     

   （「会計」と「工業簿記」）      

   (５) 基本情報技術者試験      

   (６) 日本語能力試験Ｎ２      

 在学生 (１) 日本英語検定協会実用英語技能

検定試験１級またはＴＯＥＩＣスコ

ア900点以上 

年間授業料の

半額 

いずれか検定試験の合

格証書の写し１部 

ＴＯＥＩＣの場合は公

式認定証 

介護福祉士国家試験の

場合は介護福祉士登録

証 

日本語能力試験の場合

は認定結果及び成績に

関する証明書 

 

   (２) 日本英語検定協会実用英語技能

検定試験準１級またはＴＯＥＩＣス

コア740点以上 

   

   (３) 日本商工会議所簿記検定試験１

級 

   

   (４) 全国経理教育協会簿記能力検定

上級 
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   (５) 行政書士      

   (６) 応用情報技術者試験      

   (７) 司法書士      

   (８) 社会保険労務士      

   (９) 介護福祉士国家試験      

   (10) 日本語能力試験Ｎ１      

２ 第１項のうち日本語能力試験については、札幌学院大学外国人留学生規程第３条第２号で定めら

れている学部学生で、国費外国人留学制度実施要項（昭和29年３月31日文部大臣裁定）に定める国

費外国人留学生及び外国政府の派遣する留学生を除く私費による留学生（以下、「私費外国人留学

生」という。）に限り認める。 

３ 第１項のうち日本英語検定協会実用英語技能検定試験又はＴＯＥＩＣスコアについては、私費外

国人留学生のうち出身国が英語を公用語としている者は適用除外とする。 

（決定の方法） 

第４条 奨学生の決定は、前条の基準に基づき、次のとおりとする。 

(１) 対象が入学生の場合、広報入試部長及び学生部長で構成する入学生奨学金・奨励金選考委員

会の議を経て、学長が行う。 

(２) 対象が在学生の場合、学生委員会および学部教授会の議を経て学長が行う。 

２ 奨学生は、別に定める手続きを所定の期間内に行わなければならない。 

（支給の取扱） 

第５条 この奨学金の支給に関する取扱は、別に定める取扱要領に基づいて支給するものとする。 

（所管） 

第６条 この奨学金に関する事務の所管は、学生支援課とする。 

（改廃） 

第７条 この規程の改廃は、大学協議会の議を経て、理事会が行う。 

附 則 

この規程は、平成26年11月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成27年７月13日に施行し、平成27年４月１日から適用する。 

附 則 

この規程は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成31年４月１日から施行する。 


